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鳥取県医療施設等設備整備費補助金交付要綱（新旧対照表） 

 

 鳥取県医療施設等設備整備費補助金交付要綱（平成１３年３月２６日付医第２３０９号鳥取県福祉保健部長通知）の一部を次のように改正する。 
 

改正後 改正前 

第１条～第１６条 略 

 

附 則 

   この要綱は、令和５年９月１日から施行し、令和５年度の補助事業から適用する。 

 

 

別表１（第３条関係） 

１補 助 事 業 ２事業実施主体 ３補助対象経費 ４基準額 ５補助率 

略 

実践的手術手技向上研修実施機関設

備整備事業 

（国要綱１の３（１８）「実践的手術

手技向上研修実施機関設備整備事業

」に基づいて行われるものをいう。） 

 

略 略 略 略 

 

 

 

 

 

 

第１条～第１６条 略 

 

 

 

 

 

別表１（第３条関係） 

１補 助 事 業 ２事業実施主体 ３補助対象経費 ４基準額 ５補助率 

略 

実践的手術手技向上研修実施機関設

備整備事業 

（国要綱１の（１９）「実践的手術

手技向上研修実施機関設備整備事業

」に基づいて行われるものをいう。

） 

略 略 略 略 
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様式第３号（第６条関係） 

                                                                  

番         号 

                                                                    

年  月  日 

 

          様 

 

                 職     氏  名  

 

年度鳥取県医療施設等設備整備費補助金交付決定通知書 

 

  年  月  日第  号の申請書（以下「申請書」という。）で申請のあ

った鳥取県医療施設等設備整備費補助金（以下「本補助金」という。）につい

ては、鳥取県補助金等交付規則（昭和３２年鳥取県規則第２２号。以下「規則」

という。）第６条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付することに決定し

たので、規則第８条第１項の規定により通知します。 

 

                                             記 

１ 補助事業 

 本補助金の補助事業は、「○○○○事業」とし、その内容は、○○○○と

する。 

 

２ 交付決定額等 

 本補助金の算定基準額及び交付決定額は、次のとおりとする。ただし、補

助事業の内容が変更された場合におけるそれらの額については、別に通知

するところによる。 

（１）算定基準額  金           円 

（２）交付決定額  金           円 

 

様式第３号（第６条関係） 

                                                                  

番         号 

                                                                  

平成  年  月  日 

 

          様 

 

                 職     氏  名    印 

 

年度鳥取県医療施設等設備整備費補助金交付決定通知書 

 

  年  月  日第  号の申請書（以下「申請書」という。）で申請のあ

った鳥取県医療施設等設備整備費補助金（以下「本補助金」という。）につい

ては、鳥取県補助金等交付規則（昭和３２年鳥取県規則第２２号。以下「規

則」という。）第６条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付することに決

定したので、規則第８条第１項の規定により通知します。 

 

                                             記 

１ 補助事業 

 本補助金の補助事業は、「○○○○事業」とし、その内容は、○○○○と

する。 

 

２ 交付決定額等 

 本補助金の算定基準額及び交付決定額は、次のとおりとする。ただし、

補助事業の内容が変更された場合におけるそれらの額については、別に通

知するところによる。 

（１）算定基準額  金           円 

（２）交付決定額  金           円 
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３ 経費の配分 

  本補助金の補助対象経費の配分及びその配分された経費に対応する交付

決定額は、○○○○とする。ただし、補助事業の内容が変更された場合におい

ては、別に通知するところによる。 

 

４ 交付額の確定 

  本補助金の額の確定は、補助対象経費の実績額について鳥取県医療施設

等設備整備費補助金交付 要綱（平成１３年３月２６日付医第２３０９号

鳥取県福祉保健部長通知。以下「要綱」という。）第３条第２項の規定を適

用して算定した額と、前記２の（２）の 交付決定額（変更された場合は、

変更後の額とする。）のいずれか低い額により行う。 

 

５ 補助規程の遵守 

  本補助金は、間接国費補助金に該当するものであり、その収受及び使用、

補助事業の遂行等に当たっては、規則及び要綱のほか、補助金等に係る予算

の執行の適正化に関する法律（昭和３０年８月２７日法律第１７９号）、補

助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年 ９月

２６日政令第２５５号）、医療施設等設備整備費補助金交付要綱（昭和５４

年７月２７日付厚生省発医第１１７号厚生事務次官通知）及び医療提供体

制推進事業費補助金交付要綱（平成２１年５月１３日厚生労働省発医政第

０５１３００１号厚生労働事務次官通知）の規定に従わなければならない。 

 

６ その他 

  間接補助事業にあっては、市町村は医療提供体制推進事業費補助金交付要

綱別紙６に準じた様式による調書を作成するとともに、事業に係る歳入及

び歳出について証拠書類を整理し、かつ調書及び証拠書類を事業の完了の

日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の

属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。 

 

 

３ 経費の配分 

  本補助金の補助対象経費の配分及びその配分された経費に対応する交

付決定額は、○○○○とする。ただし、補助事業の内容が変更された場合にお

いては、別に通知するところによる。 

 

４ 交付額の確定 

  本補助金の額の確定は、補助対象経費の実績額について鳥取県医療施設

等設備整備費補助金交付 要綱（平成１３年３月２６日付医第２３０９号

鳥取県福祉保健部長通知。以下「要綱」という。）第３条第２項の規定を適

用して算定した額と、前記２の（２）の 交付決定額（変更された場合は、

変更後の額とする。）のいずれか低い額により行う。 

 

５ 補助規程の遵守 

  本補助金は、間接国費補助金に該当するものであり、その収受及び使用、

補助事業の遂行等に当たっては、規則及び要綱のほか、補助金等に係る予

算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年８月２７日法律第１７９号）、

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年 ９

月２６日政令第２５５号）、医療施設等設備整備費補助金交付要綱（昭和

５４年７月２７日付厚生省発医第１１７号厚生事務次官通知）及び医療提

供体制推進事業費補助金交付要綱（平成１９年１月１７日付厚生省発医政

第０１１７００１号厚生事務次官通知）の規定に従わなければならない。 

 

６ その他 

  間接補助事業にあっては、市町村は医療提供体制推進事業費補助金交付

要綱別紙６に準じた様式による調書を作成するとともに、事業に係る歳入

及び歳出について証拠書類を整理し、かつ調書及び証拠書類を事業の完了

の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）

の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。 
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